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地域脱炭素化推進事業体設置モデル事業



2

１．実施主体及び実施地域の概要



1.1 実施主体の概要
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一般社団法人東松島みらいとし機構
（HOPE）

■代表事業者 資本金：なし
2012年10月に東松島市・商工会・社会福
祉協議会により設立

■事業体に参画又は関与する構成員の連携
（地域内外の民間企業等の構成員について）

名称 役割等

・東松島市
・東松島市商工会
・社会福祉協議会

3社によって、HOPE設立。
各団体の代表が理事、社員として在籍。

■地方公共団体の参画・関与のきっかけ及び体制

・東松島市が2011年3月東日本大震災により被災を受けた後、同年12月に「復興まちづ
くり計画」を策定。
・計画の一つにある「復興中間支援組織の設立」実現化のため、2012年10月に
(一社)東松島みらいとし機構(HOPE)設立。



1.2 実施地域の現状・課題
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■地域の現状

⚫ 復興期間を経て防災強化、低炭素化取組にシフト
⚫ 地域産業の持続・再生に向けた取り組み

(防災型宿泊施設・障害者支援施設・クラフトバーのOPEN)

■解決すべき地域課題

⚫ 変化に応じたまちづくり、働き方、サービス提供
⚫ 被災元地の利活用

地域新電力モデルイメージ 健康増進施設(パークゴルフ場)
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2.事業概要



2.1 地域新電力事業者が担う役割・機能
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①地域還元施策
・新電力事業で地域経済循環を促進
・事業利益でまちづくりに再投資

②エネルギー地産地消・地域低炭素化の推進
・市内再生可能エネルギー電気の調達（FIT・卒FITの買取）
・再生可能エネルギーへの投資

③災害に強いまちづくり
・非常時電源の確保(自家発電・自家消費の推進)



2.2 地域の脱炭素化の方法
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⚫ 自社で再生可能エネルギーへの投資
⚫ 需要家へ再エネ普及促進(オンサイトPPA・0円ソーラー等)

⚫ 市内再エネ発電所電気の買取（FIT特定卸供給、卒FIT買取）

■地域間連携

⚫ 東松島市の地域特性として太陽光発電のポテンシャルは高い
⚫ 一方でその他（夜間も発電する)再生可能エネルギーのポテンシャルは低い
⚫ 他地域(他電力会社)との連携で、水力風力バイオマスといった発電所の調達が必須

■省エネの推進

⚫ EV車の普及促進
⚫ LED化、古い家電の交換
⚫ 省エネルギー住宅

■地元再生可能エネルギーへの投資・調達
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3.補助事業の成果
（2021年１月末時点）



3.1 補助事業の目的・目標・内容
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＜目的・目標＞

⚫ 再エネ導入を推進する都市企業と、再エネ活用地を所有する地方をマッチングさせて相互
が事業継続、経済発展のあるモデルの構築。

⚫ 他の被災地や地域においても同様に都市部との連携による地域循環共生を生み出す。

＜補助事業内容＞
コーポレートPPAを用いて、再生可能エネルギーの輸出と防災、関係人口創出による東松島
版SDGｓの達成。東松島市に設置した太陽光をエリアを跨いで都市企業へ再生可能エネル
ギー電気を供給する。

都市圏 東松島市

再生可能
エネルギー

投資・委託
防災価値の提供

切れない絆都市企業



3.2 補助事業の成果

⚫ 都市部需要家と地域が連携できるモデルを模索
⚫ 自己託送を活用したPPAモデルが特定の条件下で成立することがわかった
⚫ 発電者と需要者に密接な関係性が必要。一送による個別判断だが“出資”で可能性あり
⚫ 自己託送は、発電量の一部を対象とすることでコスト優位性が発揮される(託送負荷率)

⚫ 以上から、都市部需要家と地域新電力などが共同出資する再エネ発電事業に期待

■コーポレートPPA実施に向けた事業可能性調査

発電・小売モデル 自己託送モデル

No. A-1 A-2 B-1 B-2

太陽光所有者 HOPE 都市部需要家 都市部需要家
共同出資会社
(HOPE+需要家)

売電単価 FIP/FIT/NonFIT(任意) 任意 任意

売電先 送配電事業者/JEPX
都市部需要家
+小売相対

買電単価 JEPX/任意 任意

追加コスト 非化石証書等の環境証書
・オペレーション費/システム費

・自己託送料金

削減コスト 特になし ・再エネ賦課金

比較
△

需要家-小売の長期契約
△

域外流出、投資額
△

運用難度
○

地域連携
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3.2 補助事業の成果
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⚫ 都市部企業とHOPE等で再エネ投資会社を設立。
⚫ (地方側)再エネの地産地消と都市部への融通
⚫ (都市部企業側)地域の再エネ投資が促進
⚫ 自己託送オペレーションや発電所管理は現地HOPEで実施できる

■事業体制の構築

HOPE

発電投資会社

都市部企業A

地元金融機関

省庁など

都市部企業A

HOPE

自己託送

相対販売

融資
出資

出資

補助



3.2 補助事業の成果

■事業収支(発電事業)

◼ 事業概要：
• 太陽光発電事業(3MW)

• 自己託送
• 卸販売

◼ 資本金：60百万円
• 都市部企業複数者
• HOPE

• 他(金融など)

◼ 設備投資：586百万円
◼ 補助金：対設備30%

◼ 売上設定(税抜き)

• 自己託送15.9円/kWh

• 卸販売
電気価値10.7円/kWh

非化石価値1.3円/kWh

◼ 支出設定(税抜き)

• 金利1.5%

• 保守メンテ4百万円/年

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度 2035年度 2036年度 2037年度 2038年度 2039年度 2040年度

単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度 2035年度 2036年度 2037年度 2038年度 2039年度 2040年度

売上 (百万円) 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 968

売電 小計(百万円) 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 968

自己託送 15.9円/kWh 1,488,630kWh 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 473

燃料調整 -1.4円/kWh 1,488,630kWh -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -42

卸売電 12.0円/kWh 2,232,945kWh 27 27 27 27 27 27 27 27 27 27 27 27 27 27 27 27 27 27 27 27 536

支出 (百万円) 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 4 4 4 665

原価 (百万円) 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 4 4 4 665

保守(草刈) 1.00
百万円/
年 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 20

メンテナンス 0.5%(毎年) 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 59

減価償却費 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 0 0 0 586

一般管理費
(百万円) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

土地賃借 .0千円/坪月 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営業利益 単月 (百万円) 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 44 44 44 303

累積 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150 160 170 214 259 303

営業外損益 (百万円) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支払利息 1.5%(百万円) 7 5 4 4 3 3 2 1 1 0 -0 -0 -0 -0 -0 -0 -0 -0 -0 -0 31

経常利益 (百万円) 3 5 6 6 7 7 8 9 9 10 10 10 10 10 10 10 10 44 44 44 272

特別損益 (百万円) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

税引前当期純
利益 年次 (百万円) 3 5 6 6 7 7 8 9 9 10 10 10 10 10 10 10 10 44 44 44 272

累計(年度) (百万円) 3 8 13 19 26 33 41 50 59 69 79 89 99 109 119 129 139 183 227 272

税金 法人税 (百万円) 34% 0 1 2 2 2 2 2 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 15 30 92

固定資産税 (百万円) 8 8 7 7 6 6 5 5 4 4 3 3 2 2 1 1 0 0 0 0 73

当期純利益 年次 (百万円) -6 -4 -3 -2 -2 -1 0 1 2 3 3 4 4 5 5 6 6 41 29 14 107

累計 (百万円) -6 -9 -12 -15 -16 -17 -17 -16 -14 -11 -8 -4 0 5 10 16 22 63 92 107

P-IRR 5.7%

◼ 事業評価：
• 売上：48百万円/年average

• 経常利益：13百万円/年
• P-IRR5.7%

EPCコスト、土地確保、系統接続など課題
→低圧からスモールスタートが現実的か
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3.3 補助事業を通して見えてきた課題・課題に対する解決策
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■補助事業を通して見えてきた課題と解決策

課題①：系統連系の空き容量不足
解決策→高圧連系が難しいため、低圧連系にシフトし検討

課題②：都市部企業との長期パートナーシップ（短期的な再エネ調達≠フェアトレード)
解決策→パートナーシップ自体にサステナブルを求める「SDGs企業」との連携

ゼロカーボン達成以外でも地域産業の発展や、関係人口の増加となるまちづくりの形成。

課題③：コーポレートPPA実施に向けた契約の整理(長期契約のハードル)
解決策→需要家側の離脱が発生する際(途中解約)のリスクヘッジとなる契約締結。

課題④：自己託送の託送料金
解決策→発電のうち一部を自己託送、一部を相対取引に分離し効率化

課題⑤：再エネ評価の付加価値をマネタイズできない
解決策→都市部(ニーズ高)と地方(発電ポテンシャル高)の地域間連携による解決
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４.今後の展開



⚫ ファイナンス検討
⚫ 出資パートナーの選定：スモールスタート(20百万円ほど)

⚫ 地銀融資の検討
⚫ 電力会社等の大手エネルギー事業者にも打診

⚫ 詳細事業計画の検討
⚫ 売買価格の設定
⚫ EPCコスト算定
⚫ 投資額目標値の設定

4.１ 今後の展開

15

■補助事業の今後の予定

■事業全体の今後の展開
⚫ 2021年度：

⚫ 投資会社設立、設備投資(50kW×8箇所目標)

⚫ 都市部企業による自己託送の開始。
⚫ HOPEによる地域内一般家庭への供給を開始。

⚫ 中長期的
⚫ 太陽光発電以外にも投資対象の拡大(風力、バイオ)

⚫ 利益の再エネ投資(PPA、蓄電池等)

⚫ DR等調整力アグリゲート


